








男女比 男女比（全社員） 男女比（全従業員）

スリーハイは、一人ひとりの活躍を
支える職場でありたい。

障がい者  “c hallenged”

パートナー企業を想うこと、地域を想うこと、

関わるすべての人たちを想うこと。そのため

には、まず自分たちが想い合う組織であるこ

と。一人ひとりが相手の立場で物事を考え、

自分の立場で力を発揮する。そうして、組織

として成長していく。スリーハイは、そんな職

場でありたいと考えています。

工場の一般的なイメージと異な
り、女性も多く活躍しています。
そのうち3人がリーダーを務め
ています。

社風 気になったことはどんなに些細なことでもお互いに確認し合え
るような雰囲気で、互いに成長し合えていることを、日々肌で感
じます。多様な人材が集まる職場だからこそ個人の意見や考え
方を個性と捉え、売り上げや成績だけではなく、仕事の過程や
目標達成に向けたアドバイスを個人毎に上長からもらえるので
モチベーションにつながります。

（IT業界から転職したので）スリーハイの社風はとても温かみを
感じています。「やってみよう」と誰かが言い出せば、みんなが進
んで役割を持ち、自主的に進めていく前向きさがあります。役職
や職種の垣根なく協力し合う、風通しのよい社風だと思います。

2017年から障がいを持つ方を仲間に迎え、2024年末現在、2人が活

躍しています。決して補佐的な業務ではなく、「ミシンが得意」「細

かな作業が得意」といった各人の強みを生かして、ものづくりの一

翼を担う大事な戦力として活躍しています。

働く仲間  “人財”
スリーハイでは、新しい風や多様な価値観を社内に取り入れることで、

これまでの固定観念にとらわれない新しいアイデアが生まれる職場づ

くりを目指しています。その一環として、中高生を対象とした職業講

話や、大学生の短期・長期インターンシップの受け入れを積極的に行っ

ています。2024 年には、オランダや台湾からの留学生に加え、日本

の学生も受け入れ、多様な視点や柔軟な発想がスリーハイの活動を

さらに活性化してくれました。

全従業員数
スリーハイの従業員は、14年で約11倍に。
パート・アルバイト・嘱託・派遣の採用も
増え、多様な力がものづくりを支えています。

年齢構成（全社員1 8人）

スリーハイでは多くの若手が活躍。ものづくり
の未来を支える人材を育てています。

2000年

人4 人13 人44
2010年

社員：18人

人520代

人440代 人350代

人630代

パート・アルバイト・嘱託・派遣：26人

2024年

50％
32％

50％ 68％

※データはすべて2024年12月末時点。

働く仲間を、どこまでも想う働く仲間を、どこまでも想う
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社員を対象に、会社のお金の流れを理解し、時間やお金を効果的に活用する
方法を学ぶ勉強会を実施しました。今回の勉強会は2年ぶり、2回目の開催です。
前回よりもさらに内容を充実させ、「数字に基づいて根拠のある判断を行う方
法」を学ぶことに重点を置きました。
この取り組みでは、生産性の向上や自社の利益につながる判断基準を学ぶだ
けでなく、お客さまにより良い価値を提供するための考え方にも目を向けました。
さらに、経営者視点で物事を判断するスキルを磨く機会にもなりました。

業務効率化とワークライフバランスの向上を目指し、2022年に「原則全従業員19時退社」ルールを導入しま
した。このルールは社内に定着し、チームで協力して効率よく業務を進める体制が整いました。
2024年には、さらに30分早めた「原則全従業員18時半退社」に挑戦し、従業員の生活と仕事の調和をさら
に図る取り組みを進めています。

％
削減26.2

全従業員の残業時間抑制に向けた施策
スリーハイは、2022年から3年連続で「健康経営優良法人」に認定されています。
従業員が健康に働ける環境づくりを目指し、2024年は新たに以下の取り組みを実施し始めました。

「健康経営優良法人 2024（中小企業法人部門）」に認定されました

2024年は「原則全員
18時半退社」による効果

残業時間の削減と売り上げUPで相乗効果

経営者視点が身につく
「お金の勉強会」を開催しました

コロナ禍を経て、社員同士の業務外での顔をあわせたコミュニケーションは減少傾向に
ありました。そこで、チームワークの向上とコミュニケーションの活性化を目的に、2024
年 10 月、神奈川大学の学生と共に「ぬくぬくフェス」を企画・開催しました。イベント
のメイン企画は、キャンドルづくり体験。ろうを温める工程では、自社開発の底面ヒーター
「GOEMON」を使用し、新型と旧型の違いに驚く声も上がりました。参加者同士で工夫
を凝らしながら制作を進める中で、自然と会話が生まれ、個性豊かなキャンドルが完成
しました。役職や部署の垣根を超えた交流が生まれ、和やかな雰囲気の中で、社員同
士の絆がより深まる貴重な時間となりました。

チームビルディングイベント
「ぬくぬくフェス」を開催しました

成果 残業時間
前期比

DENDEN

２０２４年度は「ステークホルダーをどこま でも温めていこう」をスリーハイのスローガンに掲げています。それ

を実現するために、従業員の健康づくり を応援、残業時間の削減によるワークライフバランスを維持してい

きます。当社のバリューである、「温める」 をつくること。 に一層力を注いでまいります。

これからの
組織づくり

健康経営支援企業のアドバイスをもとに、保健
師が従業員の健康管理をサポートする体制を
整えました。

保健師による健康管理
健康診断で再検査が必要とされた場合、その
時間を就労時間とみなし、受診しやすい環境を
整えました。

就労時間内での再検査受診

スリーハイでは、4つの側面から 組織づくりに取り組んでいます。

働く仲間を、どこまでも想う働く仲間を、どこまでも想う

スキルアップを支援するための取り組み

ための取り組み心身の健康を守る働きやすい環境をつくる ための取り組み

コミュニケーションを円滑にする ための取り組み

18 19



2023年11月から2024年8月にかけて、神奈川県立綾瀬高等学校第46期生（3年生・323名）の「総合的な探
究の時間」※に事例企業として協力しました。その中で、生徒たちから挙げられた55件の経営改善提案のう
ち、一部を実際に事業活動に取り入れました。
※「総合的な探究の時間」とは、2022年度から全国の高等学校で導入された、教科や科目の枠を超えて横断的かつ総合的に学ぶ学習プロ

グラムです。

今後、営業誌（①）は「ぬくもり通信」というタイトルで、季刊誌として長期的に続ける予定です。また、防災枕
（③）は2025年1月に開催される安全・防犯・災害対策がテーマの展示会で展示します。この展示では、普段は触れ
る機会の少ないスリーハイの産業用電熱製品を親子で体験していただき、防災について考えるきっかけづくりを目
指します。これからも学校との連携を深めることで、高校生の柔軟な発想を事業活動に活かし、新たな可能性を
広げていきます。

実現したアイデア

　 既存の取引先向けに配布する営業誌の作成

 　オリジナルキャラクターの誕生

　 廃材を活用した防災枕の開発

6月 横浜市立山田小学校
11月 横浜市荏田南中学校

10月 横浜市中川西中学校

7月 磯子工業高校

横浜市立茅ケ崎中学校11月

「ものづくりの想い」 を未来へ、世界へ。　

昨年に続き、今年もオランダからの留学生1名がイ
ンターン生として海外事業部に参加しました。2024
年6月に行われたタイの展示会出展に向けて、市場
分析、オリジナル製品の販促ツール作成・当日運営
まで全般に携わり、現地での販路拡大に向けて大
活躍してくれました。

地域の小中学校やNPOと連携し、子どもたちに「ものづくり」の魅力を伝え続ける活動をしています。

「ものづくり」を未来へ　

2024年は、オーダーメイドで、1個から手づくりする当社の「ものづくり」の温かさが、海外でも理解いただける

ことを実感した1年でした。今年は6月にタイ・バンコクで行われた「Manufacturing Expo 2024」、10月に台湾

で行われた「Taiwan Innotech Expo (TIE) 2024」と２つの現地展示会に出展しました。「省エネ」や「燃費の良

さ」に対する感度の高さは、万国共通です。その他、室内外の温度差による「結露」対策や、暑い環境下で働

く人の安全を守る「遮熱」のご相談など、さまざまなお困りごとに一つひとつ親身な対応を心掛けました。

3年以上の有益な情報発信を続けたことで、熱にお困りの方の目にとまり、日系企業だけでなく、現地企業か

らの直接の問い合わせが増えています。現在はその一つひとつの声をもとに、より現地のニーズに合った製品

の開発・提供に力を入れています。また、製品の水平展開を進めることで、より多くの企業様のお悩みをサポー

トできる体制を整えています。

今後はさらなる情報発信の充実とサービスの利便性の向上を図り、日本のものづくりの温かさを世界に届けて

いきたいと考えています。

米国・インド・インドネシア・オー
ストラリア・韓国・サウジアラビ
ア・スウェーデン・タイ・中国・
ドイツ・フィリピン・フランス・
マレーシア・メキシコ

日本の「ものづくり」を世界へ

こどもまち探検 職業体験

オランダからのインターン生、今年も大活躍！

高校生が提案した経営改善アイデアを実用化

2024年の主な活動

輸出国の例

スリーハイの製品は、大半がオーダーメイド。1つから丁 寧に手作りしています。その「ものづくり」には、物を想

い、人を想う、ぬくもりが宿っています。どんなにテクノロ ジーが発達する未来でも、その大切さはきっと変わらな

い。スリーハイは「ものづくり」を担う会社として、それを 未来に、世界に伝え、残していきたいと考えています。

未来を、地球を、どこまでも想う未来を、地球を、どこまでも想う

1

2

3
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廃棄物削減

3年に1度横浜で開催される日本を代表する現代アートの国際展「横浜トリ

エンナーレ」（2024年3月～6月開催）に協力し、製品の製造過程で出る端

材を提供しました。この端材は、来場者が使用するペン立てとして再利用

されています。

・使用中に断線しやすいが、断線時に部品交換ができず、製品をまるごと買い替える必要があった。

・輸送前後の保温に大型保温庫を使用するため、多くの電気を必要とした。

・故障した部分のみを交換可能なため、メンテ

ナンスコストの削減が可能。

・断燃材による保温力の向上と電気使用量の

抑制が可能。

地球環境の未来を 守り続けるために。　
いまや気候変動への対応は、すべての企業が取り組むべ き課題。それは小さな工場でも例外ではありません。地球

の資源を使い、ものづくりをする私たちが、地球環境の 未来のためにできることを考え、実践していきます。

ヒーターの製造・販売という私たちの事業が、環境に与える負荷。それらをできるだけ抑えるためにできるこ

とを考え、取り組んでいます。
原材料や薬品などの貯蔵のほか、船舶で海外から輸入する際の容器と

して使われるコンテナ容器「IBC」。容器内の中身の固化や品質の低下

を防ぐために、輸送前後にIBCを温めておく必要があります。輸送前

後の保温には、大型保温庫やIBC用ヒーターを使うのが一般的です。

製造プロセスを通じた取り組み 製品開発・提案を通じた取り組み

温室効果ガス排出削減

IS O運用強化

廃棄物削減

これまでの課題

横浜トリエンナーレに廃材を提供

段ボールの再利用

スリーハイのIBC用ヒーターの特長

が見込めます。

エネルギー消費量削減

2019年から、原材料や資材を受け取る段ボール箱を当社

製品の納入に再利用しています。2024年も受注増加によ

る在庫不足で買い足したため、前年比は増額しました。

スリーハイは、「環境への配慮」を経営の重要なテーマと

し、環境パフォーマンスの向上に取り組んでいます。具体

的には、自社のみならず仕入先も含めて温室効果ガス排出

量の算出・開示を行い、サプライチェーン全体での環境負荷

低減を目指しています。また、お客さまの現場での環境負荷

を軽減する製品の開発や提案にも力を入れています。さら

に、2 0 2 4年9月には、全工場の電力を再生可能エネル

ギーに切り替えることで、以後のCO2排出量をゼロにする

目標を達成しました。

スリーハイはISO9001とISO14001を取得しています。ISOの運用を通じて、品質向上と環境負荷低減の取り組みを

強化するため、2024年も内部監査員を3人追加。週に1度、全従業員でマネジメントマニュアルの読み合わせをし、周

知徹底を図りました。

段ボール購入費

再エネ
利用率 0％ 99％ 96

％

21,717
kg

185 
kg

768
kg

+15% -99% +0.26
　%

前年比

C O 2

排出量

2021年 2022年

96％

766 
kg

+314%

2023年 2024年

286,737円
2020年

194,590円
2021年

65,197円
2022年

152,944円
2023年

155,411円
2024年

従来品の問題を解決するIB C用ヒーターを開発

環境負荷を軽減する新型 IB C用ヒーターを開発

そこで私たちは

未来を、地球を、どこまでも想う未来を、地球を、どこまでも想う
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全世界が協力して2 0 3 0年の達成を目指す「持続可能な開発目標

（SDGs）」は、経済・社会の一員である当社にとっても重要な課題です。

企業間でSDGsへの意識が高まるにつれて、今後もサプライチェーンの

一部であり続けるために。また、人々の社会・環境に対する価値観が変

化する中で、次世代に選ばれ続けるために。今後ますます重要なテー

マになると捉えています。

神奈川県「SDGs経営に向けた中小企業伴走型支援事業」採択

かながわSDGsパートナー（毎月ミーティング・10月）にて取組紹介

S D G s達成貢献に向けた取り組み

中小企業のこれからにとって、SDGsは必須のテーマ。 これまでの取り組み

2020年

2020年

「かながわSDGsパートナー」登録

2021年 横浜市SDGs認証制度「Y-SDGs（上位Superior）」に認定

2023年 「OMOU2022」発刊、SDGs進捗モニタリングを開始

2024年

当社のSDGs達成貢献に向けた取り組み

ステークホルダー
（関係者）

アクティビティ
（活動）

ゴール
（目指す状態）

進捗モニタリング

指標

貢献するSDGs
（ゴール／ターゲット）

顧客に支持され
続けている

「熱」の問題解決量
　- 売上高
　- 出荷数

（担当者の対応に関する）
顧客満足度

今年より顧客の満足
度調査を開始。今後は
定量調査も行う予定。

維持していることで顧
客から高い信頼を得て

いる。

地域イベントでの利用
が増えてきている。

校外学習の機会、学
生と社会との接点づ
くりを今後も継続し

ていく。

売上は微増。
売上目標に届かず。

肯定的な声がほとんど
だったが、一部に対応
不備などに不満の声

あり

否定的な回答を
限りなくゼロに
近づける

ISO9001及びISO14001
の認証維持

地域による「DEN」の
活用状況

地域からのプログラム等
の依頼状況

有給休暇取得率

全従業員の女性比率
※今後、指標の追加を検討。

品質・環境マネジメントが
継続的に改善されている

徹底したお客さま目線での
課題発見と独自提案

国際基準に適合した
品質・環境マネジメント

パートナー企業

地域課題の解決拠点
としての工場カフェ
「DEN」の活用

「DEN」が地域の人の
チャレンジの場として
活用され続けている

次世代の若者たちに
価値が届けられている

女性が意思決定の場に
参画している

従業員が生き生きと
働いている

次世代を担う若者
向けの取り組み

女性も活躍できる
環境整備

働きやすい
職場環境づくり

地域

従業員

目標（2030 年） 2023年 2024年 評価 コメント

8億円
80,000台

4.4億円
33,452台

4.6億円
34,813台

維持している

地域の人たちに
活用され続けて

いる

50％程度 74%

77%

68%

68%

「東山田食堂」
や「プログラミ
ング講座」の
発展的継続

昨年の継続
に加え、ハロ
ウィンイベン
トの開催

地域から求め
られ続けている

まち探検 ：2回
小学校 ：1校
中学校 ：6校
高校 ：5校
大学 ：2校

まち探検 ：1回
小学校 ：2校
中学校 ：4校
高校 ：2校
大学 ：4校

維持している 維持している

女性に限らず誰もが
活躍できる職場環
境を維持できるよう
日々見直していく。

今後も取得しやすい
社風づくりを維持し

ていく。

9.1

12.4

4.4

5.5

全国平均※
＋10%

※62.1%（厚生労
働省「令和5年就労
条件総合調査」）
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価値創造プロセス

組 織

外部 環境

世界中のお客さまの
「熱の困りごと」

解決

仕入先との
パートナーシップの

強化

従業員一人ひとり
の成長促進

地域コミュニティ
との連携強化

「予測困難な時代」を生き抜 く、柔軟でしなやかな組織

世界
  「温めたい」に

中の
応えていく。

ものを想う。
ひとを想う。

経営理念（ミッション） ビジ ョン

「温める」を
つくること。

バリュー

社会へのアウトカム

産業用
ヒーターの
製造・販売

ヒーターに
限らない
解決策の
開発・提供

お客さまの
あらゆる

「熱の困りごと」
への提案

製造拠点の拡大
（札幌営業所の開設）

製造資本

・仕入れのリスク（価格高騰、材料不足）
・人材のリスク（中小企業の人手不足）
・市場のリスク（国内市場の縮小、飽和）

日本の
“ものづくり力”の低下

（技術流出、産業空洞化）

情報公開・透明性が
重視される社会

予測困難 で変化の
　激しい 時代

リスク

・グローバルニッチトップ企業 
・二次加工からの脱却
・情報発信の強化
・DX化、発信強化を支える人材確保

戦略

ステークホルダーのアウトカム

循 環

環境負荷の低い
ヒーターの開発や
使用提案

次世代への
ものづくりの
継承

付加価値の高い
“ものづくり”を
担う人材育成

日本の
“ものづくり力”
の再興

（高付加価値化）

電気、資材
（C O 2排出量768kg）

自然資本

すべての関係者との協力関係
（ステークホルダー経営の実践）

社会・関係資本

「温める」をつくり続ける従業員
（44人）

人的資本

あらゆる「熱の困りごと」
への提案・解決ノウハウ
（販売先数652社）

知的資本

財務基盤の安定化
（実質無借金経営）

財務資本

準工業地域の
新たな

モデル構築

アウトプット事業活動

参考ガイドライン：「国際統合報告＜IR＞フレームワーク」を参考にしています。

インプット
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商号 株式会社スリーハイ

創業 1987年3月21日

設立 1990年5月24日

資本金 3000万円

代表取締役 男澤 誠

事業内容 産業用・工業用ヒーター、温度コントローラ、温度センサーの製造・販売及び

 それらのアフターメンテナンス

取引銀行 三井住友銀行 溝ノ口支店 りそな銀行 横浜支店 横浜銀行 たまプラーザ支店

 きらぼし銀行 中山支店 横浜信用金庫 高田支店 川崎信用金庫 有馬支店

所在地 （本社、第2工場、第3工場、札幌営業所）

 本　　　社 ：〒224-0023 神奈川県横浜市都筑区東山田 4-42-16

 　　     TEL：045-590-5561　FA X：045-590-5571

 札幌営業所 ：〒060-0004 北海道札幌市中央区北4条西4-1-7

    TEL：011-804-8644　FA X：011-351-2678　

従業員数 44人（2024年12月末時点）

従業員数の増加に伴い、徐々に専門
分化した組織構造に移行してきまし
た。個々人の強みが最大限に発揮さ
れる配置を考え、各部が専門性を高
めるとともに、組織が一体となって
前進できる運営を目指しています。

会社概要

組織体制

ISO管理責任者

沿革

1987年 創業者（先代）が個人事業主として川崎市で創業
 ヒーターの製造販売開始

1990年 神奈川県川崎市に株式会社スリーハイ・本社を設立

1997年 ・ペール缶、一斗缶ヒーター「K-11」を発表　・ドラム缶ヒーター「K-21」を発表　・ドラム缶ヒーター「K-22」を発表
 ・4.6リットル缶ヒーター「K-31」を発表　・デジタル温度コントローラ「THC-15」を発表

2003年 ・ボンベヒーターを発表　・ペール缶、一斗缶ヒーター「K-11W」を発表　・ドラム缶ヒーター「K-21W」を発表
 ・ドラム缶ヒーター「K-22W」を発表　・ミニ缶ヒーター「K-31W」を発表

2004年 本社を現在地（横浜市都筑区東山田）に移転

2005年 ISO14001取得

2007年 ISO9001取得

2013年 温度コントローラ「monoOne+（モノワンプラス）」を発表

2014年 ・「かながわ中小企業モデル工場」に認定　・「第8回かながわ子ども・子育て支援大賞特別賞」を受賞

2018年 「横浜型地域貢献企業プレミアム企業」に認定

2021年 ・横浜市SDGs認証制度「Y-SDGs（上位Superior）」に認定　・自社ECサイトオープン

2022年 ・資本金を2000万円に増資
 ・「健康経営優良法人2022（中小規模法人部門）」に認定　・「神奈川がんばる企業エース2022」に認定

2023年 ・資本金を3000万円に増資
 ・「健康経営優良法人2023（中小規模法人部門）」に認定　・「横浜健康経営認証2023（クラスA A）」に認定

2009年 代表取締役に男澤誠が就任

2010年 ・温度コントローラ「monoOne-100/100T」を発表　・「横浜型地域貢献企業」に認定 

2017年 ・業務拡大につき第2工場 カフェ&ファクトリーDENをオープン
 ・「かながわ中小企業モデル工場」に認定　・「神奈川がんばる企業エース2017」に認定
 ・一斗缶、ペール缶用底面ヒーター「GOEMON-100」を発表

2020年 ・「かながわSDGsパートナー」に認定　・「第3回地域産業おこし大賞奨励賞」を受賞
 ・内閣府特命担当大臣表彰「子供と家族・若者応援団表彰（子供・若者育成支援部門）」を受賞
 ・温度コントローラ「monoOne+B」「monoOne+W」を発表　・「WANIヒーター」を発表　 ・「ヌカ玉バスター」を発表

2012年 ・セメンティングスポットヒーター「MASANORI」を発表　 ・PSE対応型ドラム缶ヒーター「K-21W-PSE」を発表
 ・PSE対応型ペール缶、一斗缶ヒーター「K-11W-PSE」を発表　 ・温度コントローラ「monoOne-120/120T」を発表

2011年 ・「神奈川県優良工場表彰」を受賞　・温度コントローラ「monoOne-200」を発表　・「横浜知財みらい企業」に認定

2024年 ・北海道・札幌に札幌営業所を設立
 ・「IBC用ヒーター」を発表
 ・「日本でいちばん大切にしたい会社」大賞 審査委員会特別賞を受賞
 ・「健康経営優良法人2024（中小規模法人部門）」に認定
 ・横浜市「脱炭素取組宣言」に登録

会社情報

化学物質管理責任者経営企画室

営業統括本部コーポレート部門 モノづくり事業部

国内セールス
エンジニアリング事業部 海外事業部

株主総会

社長
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財務情報（貸借対照表）

【流動資産】

　　　現金及び預金

　　　受取手形

　　　売掛金

　　　貸倒引当金

　　　材料

　　　仕掛品

　　　前払金

　　　立替金

【固定資産】

　有形固定資産

　　　建物

　　　建物附属設備

　　　機械装置

　　　工具器具備品

　無形固定資産

　　　電話加入権

　　　ソフトウェア

投資その他の資産

　　　出資金

　　　長期前払費用

　　　敷金

　　　差入保証金

　　　前払保険料

　　　積立保険金

資産の部 合計

367,525,888

260,656,931

12,583,142

55,319,567

△ 526,190

38,209,806

327,410

538,800

416,422

34,037,506

7,989,812

1,595,748

2,491,164

2,912,238

990,662

7,631,077

74,984

7,556,093

18,416,617

2,020,000

2,132,247

1,290,000

54,200

1,433,655

11,486,515

401,563,394

【流動負債】

　　　買掛金

　　　短期借入金

　　　未払金

　　　未払費用

　　　預り金

　　　未払消費税等

　　　未払法人税等

【固定負債】

　　　長期借入金

負債の部 合計

【株主資本】

　　　資本金

　利益剰余金

　　　利益準備金

　　その他利益剰余金

　　　繰越利益剰余金

純資産の部 合計

負債・純資産の部 合計

91,667,846

12,644,769

50,000,000

1,183,635

12,823,711

2,676,231

7,855,000

4,484,500

146,704,000

146,704,000

238,371,846

163,191,548

30,000,000

133,191,548

2,500,000

130,691,548

130,691,548

163,191,548

401,563,394

前期（2023年9月期）は、経営者保証が解除されたことで、財務の自由度が大きく向上しました。長期借

入金は残存しながらも、現預金の増加によって高い流動性を確保しました。この成果は、社員一人ひと

りが毎月公開される月次試算表を活用し、利益改善に取り組んだことに加え、本アニュアルレポートを

通じた情報開示を進めてきた結果だと捉えています。会社の透明性を高めることが、金融機関からの事

業性評価の向上や信頼の獲得につながりました。また、利益剰余金の積み増しによって 、さらなる挑戦

への準備を整えることもできました。社員が数字を基に行動する文化が根付き、具体的な改善結果を生

み出す努力を重ねてきたことで、さらなる経営基盤の安定化を実現できたことに深く感謝しています。今

後も、透明性とチーム力を大切に、全従業員とともに持続可能な成長を目指してまいります。

株式会社スリーハイ 代表取締役 男澤 誠

全社で築いた、財務基盤の安定

安全性の向上と、高まる成長期待

有識者コメント

科　目

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

金　額 科　目 金　額

2024年9月30日現在

円 円

科　目 金　額

円

＜純資産の部＞

当期の財務情報からは、スリーハイが自ら掲げたビジョンの実現に向けて、着実に歩みを進めているこ

とが見てとれます。3ページにあるように売り上げが順調に伸びていることに加え、社員の利益改善へ

の取り組みが寄与したことで、繰越利益剰余金の増加が継続しました。会社全体の財務状況に関して

も、スリーハイと持株会社の事業の切り分けにより、資産規模は若干縮小しましたが、適切な流動性の

確保に加え、純資産の部が全体に占める比率も上昇し、安全性も高まりました。こうした整理は、ス

リーハイが手がける事業の収益性をより的確に理解するのにも役立つでしょう。昨年目標として掲げた

「実質無借金経営」も達成されました。このような努力の結果、財務的には、今後の事業成長のための

準備が整ったと言えるでしょう。

PROFILE

依田真美
相模女子大学大学院 社会起業研究科及び英語文化コミュニケーション学科 特任教授

株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループ 取締役（社外）

株式会社横浜銀行 取締役（非業務執行）

外資系金融機関で日本の産業・企業分析を担当後、スタンダード＆プアーズにて事業会

社・公的部門格付部部長、証券化本部長などを歴任。その後、地域活性化に携わるた

め北海道大学大学院に進学。日本証券アナリスト協会認定アナリスト。MITスローン経

営大学院修了、修士（経営学）。北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院修了、

博士（観光学）。

30 31



スリーハイでは、事業の中長期的な継続を目指し、想定されるリスクへの対策を立て、損益の回避または低減を図る
取り組みを行っています。

表彰、認証・認定 第三者コメント

リスクマネジメント

本賞は「従業員とその家族」「外注先・仕入先」「顧客」「地域社会」「株主」という5つの

「ひと」を幸せにする経営を実践し業績を上げている企業を表彰する制度です。

「ひとを幸せにすれば結果的に業績も上がる。そんな大切な会社を1社でも増やしたい」とい

う想いから「人を大切にする経営学会」によって2010年に創設されました。スリーハイは、第

14回受賞企業30団体のうち、神奈川県では唯一の受賞。特に書類審査（財務評価及び経

営評価）となる1次審査の点数が高い（86点）ことのほか、障がい者雇用への積極的な取り

組み、産業用ヒーターというニッチ市場を捉えているビジネスモデルを評価いただきました。

「日本でいちばん大切にしたい会社」大賞 審査委員会特別賞2024年に認定

2024年に認定

かながわ中小企業モデル工場継続

継続

横浜市「脱炭素取組宣言」登録
身近な省エネ活動を含む脱炭素化に取り組むことを宣言する横浜市の「脱炭素取組宣言制度」に

スリーハイは賛同しています。

健康経営優良法人2024
（中小規模法人部門）

かながわ治療と仕事の
両立推進企業

横浜型地域貢献企業
（最上位認定）

横浜市SDGs認証制度
「Y-SDGs（上位 Superior）」

継続

継続

かながわSDGsパートナー継続

継続

横浜知財みらい企業継続

主な取り組み

セカンドサプライヤ―の選定

BCPマニュアルの作成・啓発

BCP検討委員会の定期開催

緊急時対応マニュアルを全従業員に配布

緊急避難訓練の実施

AEDの導入

サイバーテロ講習の実施

法令勉強会の開催（PL法）

緊急避難訓練の実施 法令勉強会の開催（PL法）

寺本明輝
リエゾンアシストラボ代表
神奈川大学非常勤講師

中小企業診断士

『OMOU2024』は、2024年のスローガン「ステークホルダーをどこまで
も温めていこう」に則り、現場の取り組みや活動成果をステークホル
ダーにわかりやすく伝えたいという思いが込められたレポートとなって
います。4年目を迎えるアニュアルレポートを拝読し、その思いが全体
に貫かれており、ステークホルダーとの対話がさらに深まっていること
が感じられ、その進化に敬意を表します。

・特に注目すべきは、価値創造プロセスにおいて、社会へのアウトカムを強調している点です。事業活動の成果が社会
に与える影響を明確にすることで、事業の成長が社会貢献と結びつき、持続可能な成長を実現していこうという意図
と道筋が、より一層明瞭になっています。
・実際の事業活動においても、当社の成長ベクトルに基づいた「札幌営業所開設による市場拡大」や「IBC用ヒータの
新製品開発」、経営体制強化に向けた「持株会社体制への移行」など、新たな試みが展開されています。それらの成果
として、昨年に引き続き「過去最高の売上高」を更新し、企業価値が確実に向上していることが評価できます。

スリーハイの「ものを想う。ひとを想う。」という活動成果を毎年拝見させていただき、来年のアニュアルレポートの
発刊を早くも楽しみにしています。

・冒頭の代表挨拶で「今後、毎年 6%程度の売上成長を目指す」と言及されています。一方で、SDGs達成に向けた取り
組みでは、2030年の売上目標 8億円を設定しているため、その整合性を確認する必要があります。

・戦略には計画性と柔軟性が求められます。その観点から、他の目標項目においても、経営環境の変化や組織能力の状
況を分析し、改めて長期・中期の目標および KPIを検討することをお勧めします。これにより、企業価値向上とサス
テナビリティ戦略を一体化させた経営を、より着実に実現していただけることを期待しています。

［今回の取り組みで高く評価できる点］

［取り組みの進捗を評価しつつ、今後にさらに期待したい点］

本報告書は、スリーハイがはじめてレポートを作成し発行してから4作

目であり、2024年2月8日に持株会社スリーハイホールディングスを

設置してはじめての報告書である。

「ものを想う。ひとを想う」というミッションにもとづき、「温める」という

要素をもつビジョンとバリューを実現するために、「熱の困りごと」を

解決し、関係するステークホルダーとの関係性を強化していくことで

価値創造に取り組んできたスリーハイの企業活動の本気度がわかるレポートとなっている。

変化する事業環境に対応するためDXとGXに注力し、具体的な施策を実施していることに価値創造に積極的に取り組む

スリーハイの起業家精神を感じる。ＤＸでは、人手不足に対応するため、AIを活用した事務業務のDX化を推進している。

そして、ＧＸでは、脱炭素経営に取り組み、全工場の電力を再生可能エネルギーとしCO2排出量ゼロ目標を達成している。

今後は、Scope3測定によるサプライチェーン全体でのCO2排出量削減を目指すとのことであるので期待したい。また、

「SDGs達成貢献に向けた取り組み」の目標に、未達成でありながらも新しく従業員の有給休暇取得率（全国平均＋

10%）を入れていることに「ひと」を大事にする企業姿勢を感じる。

2023年度のコメントで指摘したが、企業として、売上増加にともない販路を拡大し、組織としても変化する時期である。

2024年度は札幌営業所の開設、海外展開の強化、他社との連携のように事業競争力獲得のための経営体制強化にあ

わせて持株会社体制に移行した。この新体制への移行は、さらなる価値創造に向けた企業としてのスリーハイの新たな

礎となるであろう。

本レポートからわかるように、スリーハイは、経営理念が明確であり、それが組織に浸透していることが企業の強みと

なっている。ホールディングカンパニー設置によるグループ全体のコーポレート・ガバナンスの強化と事業承継における

メリットを活かしながら、スリーハイ単体としての経営理念の組織への浸透をいかにしていくのかが今後の課題となる

だろう。グループ経営体制により海外展開と事業多角化を目指しさらなる企業価値の創造へと展開し飛躍するスリー

ハイのはじまりを記録するという意味を持つ企業としてのスリーハイの節目となるレポートである。

鶴田佳史
大東文化大学

社会学部社会学科教授
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